第１２章　商業及び貿易
商業の概況
　商店数は､25万4914店となり前回（昭和54年６月）に比べると１万9895店（8.5パーセント）の増加となっているが、年平均増減率では2.7パーセント増にとどまり、過去10年間では最も低い伸びとなっている。
従業者数は、120万4878人となり、前回に比べると９万3470人（8.4パーセント）の増加となり、年平均増減率2.7パーセント増は過去10年間では、やや高い伸びとなっている。
年間販売額は､71兆2314億円となり、前回の50兆円台から一挙に70兆円台に乗った。
　前回に比べると17兆702億円（31.5パーセント）の増加となり、年平均増減率は9.6パーセントで前回（6.0パーセント）を上回っているが、物価指数でデフレートした実質値でみると、卸売業3.4パーセント、小売業3.8パーセントとなっており、前回（卸売業2.6パーセント､小売業3.4パーセント）をやや上回っている。
業態別の商店数では、卸売業が年平均伸び5.9と前回（2.5パーセント）を上回っているが、小売業及び飲食店の伸びはそれぞれ年平均0.7パーセント、4.4パーセントと前回の伸びを下回っている。
　年間販売額でも卸売業が前回の伸び（年平均5.7パーセント）を上回って9.7パーセント増となっているが、小売業、飲食店の伸びは前回とほぼ横ばいとなっている。
地域別の商店数をみると、大阪市を中心として北大阪（三島、豊能地域）から東大阪（北河内、中河内地域）へと外延的に増勢していた商業活動は、今回調査では南大阪（南河内、泉北、泉南地域）が比較的伸長し、商店数の伸びでは北大阪（6.5パーセント）、東大阪（7.8パーセント）を上回り9.0パーセントと高い伸びを示している。
過去の増減率では、常に北大阪が最も高い伸びを示していたが、今回初めて東大阪が1.3ポイント、更に南大阪が2.5ポイント上回り、商店活動の南下傾向をうかがわせている。
貿易の概況
　府下の貿易港（大阪港、堺港、岸和田港）における昭和56年の貿易額は前年に比べ8.0パーセント増で４兆8159億円､このうち輸出は前年に比べ15.3パーセント増で２兆6344億円､輸入は前年に比べ0.4パーセント増で２兆1815億円となり､貿易収支は4530億円の輸出超となった。
　輸出に占める品目列の構成比をみると、機械機器が57.3パーセント、金属及び同製品が19.6パーセント、繊維及び同製品が7.9パーセントとなり、一方、輸入では鉱物性燃料が47.0パーセント、原料品が11.4パーセント、食料品及び動物が11.2パーセントとなっている。
